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第5次改訂版の発行にあたって

　本書は2000年分権改革を機会に、新しい地方自治制度の全体像を
わかりやすく示すことを目的として公刊されました。みなさまの強い
支持により、こうして第5次改訂版まで発行することができました。
心からお礼を申し上げます。
　このところ、地方自治法をはじめ、地方自治関係法令は毎年のよう
に改正されています。たとえば、2012年の地方自治法改正では、国等
による違法確認訴訟制度が創設され、2014年の地方自治法改正では特
例市制度が廃止になりました。このような改正事項とともに、全般的
に見直しを図りました。
　自治体職員や市民の自学用としてはもとより、特に最近では自治体
議員のみなさんや大学でのテキストとしての利用も多くなっていま
す。図解という性質上、わかりやすさと簡潔さを優先しています。し
たがって、場合によっては用語を置き換えたり、例外的事項を割愛し
ている部分もあります。必要な場合にはそれぞれの専門書を参照して
くださいますようお願いします。
　2015年の国勢調査では日本の総人口がゆるやかに減少を始めまし
た。また、国内の人口流動も縮小傾向にあり、人口減少は特に大都市
圏で顕著な社会問題を引き起こすことが予想されています。
　これからの自治体政策は、安易な「成長」幻想に惑わされることなく、
人口減少を所与の条件として、地域の人材や資源を活かしながら、地
域社会や市民生活を回していくしくみづくりが求められています。地
域のことを地域で決定できるような地方自治制度への改革は縮小社会
においてこそ重要なテーマです。そのために本書が活用されることを
期待しています。
　学陽書房の歴代の編集担当者のみなさん、佐久間重嘉さん、村上広大
さん、宮川純一さんに改めて感謝いたします。ありがとうございます。

　　2017年1月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今井　照
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直面する課題①人口減少
［関係資料］国勢調査、日本の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）ほか

はじめに
1

　2008年をピークに日本の総人口が減少に向かい始めた。国立社会保障・
人口問題研究所の将来推計人口によれば、2060年には8,674万人になる
とされる。この要因は少子化で、出生数は40年以上も前の1973年を最後
のピークとして減少傾向が続いている。少子化の要因は非婚化、晩婚化の進
行だが、近年では特に就業形態の変化という要因も大きいとされる

日本の総人口の
減少

少子化

要因

要因

要因

〔高齢化は結果〕

非婚化・晩婚化

日本の総人口減少の主因＝出生と死亡との差（自然増・自然減）
地域社会の人口減少の主因＝転入と転出との差（社会増・社会減）
　＊両者を混同しないこと（原因を見誤ると対策も間違える）

日本の総人口の推移（1921～2050）

生涯未婚率の推移

男性有配偶者率（年齢段階別就業形態別）

非正規雇用者比率の推移（男女別）

社会意識
家族観念　 の変化
就業形態
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〔出所〕総務省「国勢調査」とそれに基づく
「人口推計」及び国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口」（2012年１月）より作成

〔出所〕労働政策研究・研修機構「若年者の就業状況・キャ
リア・職業能力開発の現状②」（2014年９月）より作成

〔出所〕厚生労働省「労働力調査」より作成

〔出所〕国立社会保障・人口問題研究所
「人口統計資料集2014」より作成

男性
女性

男性
女性

15ｰ19 20ｰ24 25ｰ29 30ｰ34 35ｰ39 40ｰ44歳

正社員（役員含む）
非典型雇用
うちパート・アルバイト

　日本の総人口が将来的に減少
していくことは間違いないが、
地域社会の人口減少とは原因も
対策も異なる。前者は出生と死
亡との差（自然減）だが、後者
は転入と転出との差（社会減）
が主因である。一部の大都市圏
を除き、ほとんどの地域では
1980年代から人口減少が始まっ
ており、各地で地域づくりが取
り組まれてきた。
　しかし国政の「地方創生」政
策では、日本の総人口の減少ま
でも自治体の責任に転嫁しよう
としているのではないかという
指摘がある（山下祐介・金井利
之『地方創生の正体』ちくま新書、
2015年）。
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　一口に自治体と呼ばれるが、深く考えると自治体にもさまざまな顔がある。
一般に自治体というと「役所」を思い浮かべるが、そこは自治体行政の仕事
をしている事務所で、自治体職員はその事務局職員である。地域の公益的な
仕事をしているのは役所ばかりではなく「★市民活動」「団体活動」「企業活動」
も一翼を担っている。自治体は確かに国家の一部であるが、自治体政府は国
の中央政府の一部ではない。

＊１　企業活動
　企業活動がなぜ自治体の構成員
なのだろうか。たとえば自治体の
公共施設は建設会社が建てている
し、清掃や給食の委託を会社が受
けている。これらは自治体行政の
意思を受けている仕事だが、独自
の決定で地域社会の公益的な活動
をしている場合も少なくない。た
とえば地域の文化やスポーツの活
動を支援している会社がある。鉄
道や電気のように、利益を生む活
動と公益的活動とが表裏一体の会
社もある。

＊２　団体活動
　地域社会にはそもそも公益的な
活動を目的とした団体が数多く存
在している。たとえば社会福祉法
人、学校、病院などはもちろん、
業界団体や労働組合も公益的な活
動をすることがある。これらも自
治体の資源である。

＊３　市民活動
　 図２−３

1-4 自治体の構成員
［参考文献］今井照『新自治体の政策形成』学陽書房、2001年
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　憲法第93条では、法律で定める自治体の「★吏員」について、住民が直接
選挙することになっているが、現在、それにあてはまるケースはない。ただ、
主として議会で同意したり、議会が選出した幹部職員を辞めさせたいときに直
接請求ができることだけが、憲法の意向を体現している部分になっている。

＊１　教育長・教育委員、海区漁 
　業調整委員
　教育長・教育委員と海区漁業調
整委員の解職請求は、それぞれ別
個の法律に基づいて制度化されて
いる。特に海区漁業調整委員につ
いては、選挙権のある者が限られ
ており、解職請求もそれらの者に
のみ認められている。

●条例制定改廃の手続きと異なる点
・請求を受けた首長が議会を招集
する期限が定められていない。

・首長が付議するにあたって、意
見を付すという規定がない。

　現在、実際に自治法に基づく幹
部職員の解職請求が行われる例は
聞いたことがない。そもそも住民
が、これらの職にある人たちの行
為などについて知る機会は全くな
いに等しい。何らかの事情が生じ
たとしても、そのような役職者を
選出した議会や首長の責任が問わ
れることになるだろう。

2-9 住民の幹部職員★解職請求
［関係条文］地方自治法第86条〜第88条、地教行法第8条、漁業法第99条

住　民

知事、市町村長

議　会

有権者の3分の1以上の連署

辞めさせたい
・副知事・副市町村長
・指定都市の総合区長
・選挙管理委員
・★監査委員
・公安委員
・教育長・★教育委員（＊1）
・海区漁業調整委員（＊1）

議員の3分の2以上が出席し
その4分の3以上の同意で
失職が決定

解職請求

付議

●有権者数が40万超～80万の場合「40万
　を超える数×1/6＋40万×1/3」、有権
　者数が80万超の場合「80万を超える数
　×1/8+40万×1/6+40万×1/3」
　（2012年改正）

●海区漁業調整委員の解職請求先
　は都道府県の選挙管理委員会


